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n_7683/,2018 年 12 月 21 日最終閲覧），一般財団法人情報法制研究所情報通信法制研究
タスクフォース「著作権侵害サイトのブロッキング要請に関する緊急提言」2018 年４
月 11日（https://www.jilis.org/proposal/data/2018-04-11.pdf,2018 年 12月 21日最終閲覧）等。
（３） 　知的財産戦略本部・犯罪対策閣僚会議「インターネット上の海賊版サイトに対する
緊急対策」2018 年４月（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/honpen.pdf,2018 年
12 月 21 日最終閲覧）。














（４） 　本稿では，海賊版サイトのブロッキングが刑法 37 条の緊急避難に該当するかの否か
の論点には深入りしない。児童ポルノサイトと海賊版サイトを比較しながら緊急避難
の成否を検討するものとして，深町晋也『緊急避難の理論とアクチュアリティ』（弘文
堂，2018 年）256 ～ 257 頁。
（５） 　著作権侵害サイトのブロッキング要請に関する緊急提言シンポジウムの様子につい
ては，拙稿「『著作権侵害サイトのブロッキング要請に関する緊急提言シンポジウム』
参加レポート」NBL1122 号 84 頁（2018 年），拙稿「短報　著作権侵害サイトのブロッ




原慧「海賊版サイトのブロッキングをめぐる法的問題」法学教室 453 号 45 頁（2018 年）。
（８） 　本稿は，2018 年７月 28 日に広島大学法科大学院で実施した「公法実務基礎」科目の
講義内容に基づき執筆したものである。





















（９） 　事業法 179 条２項は「電気通信事業に従事する者」も刑事罰の対象としており，従
業員にも刑事罰リスクが発生する点には留意が必要である。
































130 － 広島大学法科大学院公開講義「公法実務基礎」（2018 年度）（伊藤・大島）
されることを主張する書面を提出することが考えられる。
　行政指導の任意性に関しては，品川マンション事件（最判昭和 60 年７月
16 日民集 39 巻５号 989 頁），武蔵野市給水拒否事件（最決平成元年 11 月
８日判時 1328 号 16 頁）及び武蔵野市開発負担金事件（最判平成５年２月




































































（15） 　事業法 29 条１項の「業務の方法の改善その他の措置」にブロッキング中断措置が含
まれるかは必ずしも明らかではないが，「その他の措置」という文言からここでは方法
に特別な限定はないものと解する。
（16） 　2018 年４月 25 日に公表された主婦連合会＝全国地域婦人団体連絡協議会「NTTグ
ループ『インターネット上の海賊版サイトに対するブロッキングの実施について』に












































































































（24） 　2017 年３月 22 日，弁護士の伊藤建氏が行政機関の保有する情報の公開に関する法律
14 条２項に基づき行政文書開示請求を行い，2004 年行訴法改正時の内閣法制局の資料
の開示を受けており（平成 29 年３月 17 日付け行政文書開示決定通知書。文書番号法





（25） 　2018 年４月 26 日，海賊版 3サイトにブロッキングを実施すると決めた企業に対して，
中澤佑一弁護士が民事訴訟を提起している。
（26） 　小林・前掲注 17）163 頁。





















（27） 　小林・前掲注 17）165 頁（注４）。






























（31） 　角谷昌毅「判解」民事篇平成 26 年度 420 頁。宅建業者事件（最判平成元年 11 月 24
日民集 43 巻 10 号 1169 頁），クロロキン事件（最判平成７年６月 23 日民集 49 巻６号
1600 頁），筑豊じん肺訴訟（最判平成 16 年４月 27 日民集 58 巻４号 1032 頁），関西水
俣病訴訟（最判平成 16 年 10 月 15 日民集 58 巻７号 1802 頁），大阪泉南アスベスト訴
訟（最判平成 26 年 10 月９日民集 68 巻８号 799 頁）参照。


















（34） 　通常の業務改善命令であれば行手法 13 条１項２号により弁明の機会の付与で足りる
が，事業法 29 条１項に基づく業務改善命令では聴聞を要することになる。
（35） 　橋本・前掲注 30）。
（36） 　告知聴聞手続は訴訟告知や第三者の訴訟参加の制度で代替しうるとする説が多数で
あることを指摘する見解として，最高裁判所事務総局行政局・前掲注 21）38 頁。
